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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第１四半期 10,763 19.1 3,428 68.8 3,664 75.6 2,581 76.0

2022年３月期第１四半期 9,038 17.5 2,031 39.5 2,087 44.1 1,466 47.3

（注）包括利益 2023年３月期第１四半期 2,882百万円（42.9％） 2022年３月期第１四半期 2,017百万円（106.8％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第１四半期 110.91 －

2022年３月期第１四半期 63.05 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期第１四半期 72,507 59,008 80.4 2,504.10

2022年３月期 71,606 56,858 78.4 2,412.75

（参考）自己資本 2023年３月期第１四半期 58,286百万円 2022年３月期 56,160百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 21.00 － 39.00 60.00

2023年３月期 －

2023年３月期（予想） 30.00 － 30.00 60.00

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 19,800 8.3 4,500 3.5 4,800 6.6 3,450 8.9 148.22

通期 38,900 4.1 8,550 1.7 9,100 3.2 6,350 6.5 272.81

１．2023年３月期第１四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期１Ｑ 23,661,000株 2022年３月期 23,661,000株

②  期末自己株式数 2023年３月期１Ｑ 384,720株 2022年３月期 384,642株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期１Ｑ 23,276,319株 2022年３月期１Ｑ 23,264,735株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  －社  （社名）　　　　　　　　　　、除外  －社  （社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料3ページ「１．当四半期決算に関する定

性的情報　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化するなか、社会経済活

動の正常化に向けた動きが見られるものの、ロシア・ウクライナ情勢の長期化、急激な円安の進行、資源価格の高騰に

よる事業環境の変化により、引き続き先行きが不透明な経済情勢が続いております。

　当社グループの属する産業用防災保安機器業界におきましては、主要顧客である日本国内及び中国・台湾を中心とす

る東アジアの半導体業界や、中国・EU圏におけるリチウムイオン電池業界の設備投資が堅調に推移しましたが、半導体

に代表される部品の供給不足や資源価格の高騰等が与える影響に十分注意する必要もあり、先行きについても当面の間

は不透明な状況が続くと見込まれます。

　このような情勢の中で、当社グループは、新型コロナウイルスの感染防止対策を講じるとともに、生産の合理化によ

る原価低減、徹底した経費削減、オンラインを活用した営業活動の展開、新製品開発への積極的な投資、品質管理体制

及びサービス体制の充実に継続して取り組んで参りました。

　これらの諸施策の結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は107億６千３百万円（前年同四半期比19.1％

増）、連結営業利益は34億２千８百万円（前年同四半期比68.8％増）、連結経常利益は36億６千４百万円（前年同四半

期比75.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は25億８千１百万円（前年同四半期比76.0％増）となりました。

　当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、セ

グメントごとの経営成績に代えて機種別の売上の状況を以下に記載いたします。

① 定置型ガス検知警報機器

当第１四半期連結累計期間の定置型ガス検知警報機器の連結売上高は、72億７千２百万円（前年同四半期比16.1％

増）となりました。

② 可搬型ガス検知警報機器

当第１四半期連結累計期間の可搬型ガス検知警報機器の連結売上高は、32億２千７百万円（前年同四半期比27.3％

増）となりました。

③ その他測定機器

当第１四半期連結累計期間のその他測定機器の連結売上高は、２億６千３百万円（前年同四半期比8.9％増）となり

ました。

（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末と比較して９億円増加し、725億７百万円

（前連結会計年度末比1.3％増）となりました。流動資産につきましては、前連結会計年度末と比較して12億４百万円

増加し、444億５千７百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が８億１千９百万円増加したこと、原材

料及び貯蔵品が５億２千万円増加したこと、電子記録債権が５億１千１百万円増加した一方、現金及び預金が10億４千

９百万円減少したこと等によるものであります。固定資産につきましては、前連結会計年度末と比較して３億４百万円

減少し、280億４千９百万円となりました。これは主に、投資有価証券が２億１千２百万円減少したこと等によるもの

であります。

　当第１四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末と比較して12億４千９百万円減少し、134億

９千８百万円（前連結会計年度末比8.5％減）となりました。流動負債につきましては、前連結会計年度末と比較して

11億５千５百万円減少し、109億７千５百万円となりました。これは主に、未払法人税等が６億２百万円減少したこ

と、支払手形及び買掛金が５億８千１百万円減少したこと、流動負債その他に含まれる未払金が５億３千４百万円減少

したこと及び賞与引当金が４億１千万円減少した一方、流動負債その他に含まれる未払費用が８億３千８百万円増加し

たこと等によるものであります。固定負債につきましては、前連結会計年度末と比較して９千４百万円減少し、25億２

千２百万円となりました。これは主に、長期借入金が８千７百万円減少したこと等によるものであります。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して21億５千万円増加し、590億８

百万円（前連結会計年度末比3.8％増）となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益25億８千１百

万円を計上し、剰余金の配当が９億７百万円あった結果、利益剰余金が18億６千５百万円増加したこと等によるもので

あります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想につきましては、2022年５月12日の決算短信で公表いたしました第２四半期連結累計期間及び通期の連

結業績予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,551,206 10,501,400

受取手形及び売掛金 9,198,690 10,018,397

電子記録債権 3,519,418 4,030,947

有価証券 9,952,268 9,827,930

商品及び製品 2,744,435 2,763,438

仕掛品 3,307,349 3,713,369

原材料及び貯蔵品 2,391,516 2,911,516

その他 591,190 694,053

貸倒引当金 △3,697 △3,718

流動資産合計 43,252,378 44,457,334

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,317,187 11,217,735

機械装置及び運搬具（純額） 358,475 364,011

土地 4,079,123 4,077,333

建設仮勘定 46,435 47,665

その他（純額） 1,639,162 1,592,799

有形固定資産合計 17,440,385 17,299,544

無形固定資産

のれん 595,387 592,568

顧客関連資産 830,848 847,682

その他 436,567 420,440

無形固定資産合計 1,862,803 1,860,690

投資その他の資産

投資有価証券 5,881,220 5,668,442

退職給付に係る資産 1,813,344 1,841,435

その他 1,359,851 1,383,288

貸倒引当金 △3,500 △3,500

投資その他の資産合計 9,050,916 8,889,666

固定資産合計 28,354,106 28,049,901

資産合計 71,606,484 72,507,236

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,625,929 4,044,098

短期借入金 995,000 1,235,000

１年内償還予定の社債 300,000 300,000

未払法人税等 1,786,207 1,183,853

賞与引当金 920,836 510,442

製品保証引当金 98,239 94,344

受注損失引当金 32,008 39,442

その他 3,372,969 3,568,786

流動負債合計 12,131,190 10,975,967

固定負債

長期借入金 850,580 763,520

資産除去債務 11,133 11,133

その他 1,754,861 1,747,757

固定負債合計 2,616,574 2,522,411

負債合計 14,747,765 13,498,378

純資産の部

株主資本

資本金 2,565,500 2,565,500

資本剰余金 1,885,187 1,893,291

利益剰余金 49,604,449 51,469,717

自己株式 △226,384 △226,695

株主資本合計 53,828,752 55,701,813

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,853,706 1,710,538

為替換算調整勘定 477,683 873,877

その他の包括利益累計額合計 2,331,389 2,584,416

非支配株主持分 698,577 722,627

純資産合計 56,858,719 59,008,857

負債純資産合計 71,606,484 72,507,236
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

売上高 9,038,653 10,763,292

売上原価 4,593,693 4,697,496

売上総利益 4,444,960 6,065,796

販売費及び一般管理費 2,413,640 2,637,257

営業利益 2,031,320 3,428,538

営業外収益

受取利息 11,962 13,905

受取配当金 54,110 58,477

為替差益 7,523 232,105

受取保険金及び配当金 1,935 261

有価証券売却益 640 19,133

雑収入 20,140 18,928

営業外収益合計 96,313 342,811

営業外費用

支払利息 12,319 11,133

固定資産除却損 3,893 0

有価証券売却損 － 2,614

有価証券評価損 22,701 86,639

雑損失 1,205 6,272

営業外費用合計 40,120 106,659

経常利益 2,087,513 3,664,690

特別利益

固定資産売却益 － 2,554

特別利益合計 － 2,554

特別損失

固定資産売却損 20 1,141

特別損失合計 20 1,141

税金等調整前四半期純利益 2,087,492 3,666,103

法人税、住民税及び事業税 728,313 986,284

法人税等調整額 △133,225 93,302

法人税等合計 595,088 1,079,586

四半期純利益 1,492,404 2,586,517

非支配株主に帰属する四半期純利益 25,522 4,911

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,466,881 2,581,605

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

四半期純利益 1,492,404 2,586,517

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 110,156 △143,167

為替換算調整勘定 415,421 439,615

その他の包括利益合計 525,577 296,447

四半期包括利益 2,017,982 2,882,964

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,901,072 2,834,631

非支配株主に係る四半期包括利益 116,909 48,333

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

当第１四半期連結会計期間より、RIKEN KEIKI GmbHは重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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